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公共施設と苅田町1 公共施設と苅田町1
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（１）これまでの公共施設等への経費
経費の推移と普通建設事業に対する割合経費の推移と普通建設事業に対する割合

公共施設等への投資的経費は、５年平均で約7.7億円/年
「現状維持」での経費の上限と見なす

普通建設事業費の４割弱を占める

普通建設事業費

年度 年度 年度 年度 年度 年平均

（単位：千円）

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 5年平均

　公共施設費用等 1,422,002 560,520 634,666 434,124 773,600 764,982

　　普通建設事業費に対する割合（％） 56.8 26.4 28.9 21.5 45.2 36.2

  インフラ関係費用等 1,047,933 1,208,580 754,831 641,589 563,506 843,288

  区画整理事業費 33,779 354,834 808,125 941,822 375,590 502,830

合計 2,503,771 2,123,960 2,197,651 2,017,557 1,712,741 2,111,136
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（２）今後の見通し
総務省シミュレーション（総合管理計画：案）の場合総務省シミュレ ション（総合管理計画：案）の場合

①総合管理計画（案）の推計と比べると、単純計算では１年あたり5.3億円が不足（13.0‐7.7）
②直近10年に限定すると 単純計算では１年あたり7 7億円が不足（15 4 7 7）②直近10年に限定すると、単純計算では１年あたり7.7億円が不足（15.4‐7.7）
※今後10年に限定した場合＋築31年～を除けば、現在の予算でも対応可能

・直近10年で必要な更新費用：約１５．４億円/年

・１年あたりの更新費用：約１３．０億円/年

・現在の投資的経費の水準：約７．７億円/年

3,000,000

3,500,000千円

公共施設大規模改修 築31年以上50年未満の公共施設の大規模改修 公共施設建替え 築61年以上の公共施設の建替え

公共施設年間当り費⽤：１３ ０億円

公共施設の更新等に要する将来費⽤

2,000,000

2,500,000

公共施設年間当り費⽤：１３．０億円
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資料）苅⽥町資料より九経調推計



（２）今後の見通し
不足する予算をどう確保するか不足する予算をどう確保するか

パターン②の場合、行政サービス見直しで「確保」可能な1.6億円/年
を加味しても 一般財源が0 3億円不足を加味しても、 般財源が0.3億円不足
加えて、公債費は毎年約0.3億円の増加が予想

パターン①の場合でも、公債費の増加を考慮すると余裕はない
加えて、公債費は毎年約0.2億円の増加が予想

Bについても、いつまで7.7億円を維持し続けられるのかは不透明
（苅田町実質単年度収支は過去６年間マイナスであることに留意）（苅田町実質単年度収支は過去６年間マイナスであることに留意）
施設自体の見直し、各種経費削減、（施設運営における）収入増の検討が必要
直近５年間の経費が大きい「築31年以上～の大規模改修」の延期も含む
苅田町の公共施設の人口面積当たり面積が低い（後述）ことには留意

パターン別で想定される経費内訳

① ②

A 必要経費全体 13.0 15.4

B 現在の確保可能額 7 7 7 7B 現在の確保可能額 7.7 7.7

C A-B：残り事業費 5.3 7.7

D Cのうち起債可能額（75％） 4.0 5.8
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D Cのうち起債可能額（75％） 4.0 5.8

E 　Cのうち一般財源（25％） 1.3 1.9
資料）苅⽥町資料より九経調推計



苅田町の公共施設の分布と特徴2 苅田町の公共施設の分布と特徴2
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施設類型と項目

施設類型 データ項目

（１）行政系施設 町役場

（２）消防施設 消防庁舎、消防団

（３）文化系施設（公民館） 公民館

（４）文化系施設（集会所） 集会所

（５）社会教育系施設 図書館 歴史資料館（５）社会教育系施設 図書館、歴史資料館

（６）保健・福祉系施設 苅田町総合福祉会館、総合保健福祉センター

（７）学校教育系施設 学校、給食センター（７）学校教育系施設 学校、給食センタ

（８）公営住宅 団地

（９）スポーツ系施設 温水プール、グラウンド

（10）子育て支援施設 児童クラブ、児童館

（11）都市計画公園

（ ）都（12）都市公園

（13）その他 ライスセンター、清掃事務所、火葬場など
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施設の場所などについては巻末資料参照



施設類型別の特徴①

（１）行政系施設（１）行政系施設
苅田町役場本庁舎の経過年数は45年
旧耐震基準の時期の建設であり、新基準にあわせた耐震改修は未実施旧耐震基準の時期の建設であり、新基準にあわせた耐震改修は未実施

（２）消防施設 （行政系施設含めて約9,462㎡）
町内各地で整備されている町内各地で整備されている

経過年数は、37年（消防庁舎本館）、33年（消防団第2分団）などあるが、
全体的に30年未満の施設が多い

耐震改修は実施済み

（３）文化系施設（公民館） （集会所含めて約8,344㎡）（ ）文化系施設（公民館） （集会所含めて約 , ）
中央公民館の経過年数は37年（耐震改修は未実施）

一部施設は複合的な施設として機能複 機

• 北公民館、西部公民館には図書館併設

• 西部公民館には白川出張所も併設

8



施設類型別の特徴②

（４）文化系施設（集会所）（ ）文化系施設（集会所）
経過年数が50年を越えている施設が２つ、40年超えは１つ
• 若久集会所（56年）、長畑集会所（55年）

• 城南集会所（45年）

（５）社会教育系施設 （約5,323㎡）
三原文化会館の経過年数は46年（年間利用者数約6 3万人） 耐震改修三原文化会館の経過年数は46年（年間利用者数約6.3万人）。耐震改修
は未実施

小波瀬コミュニティセンターは複合的な施設小波瀬 ミ ティセンタ は複合的な施設
• 図書館が併設されている

歴史資料館の経過年数は41年。耐震改修は未実施

町立図書館は苅田町における中央図書館として機能。分館と連携

（６）保健・福祉系施設 （約8,891㎡）
総合福祉会館 経過年数は 年 育 支援 健康指導 各種福祉活総合福祉会館の経過年数は31年。子育て支援、健康指導、各種福祉活
動など

総合保健福祉センターでは 健康診断や予防接種等の保健センターとし
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総合保健福祉センタ では、健康診断や予防接種等の保健センタ とし
ての機能、子育て支援、健康作り支援、高齢者福祉等の機能を有する



施設類型別の特徴③

（７）学校教育系施設 （約46,550㎡）
小学校 校 中学校 校 学校給食セ タ小学校：６校、中学校：２校、学校給食センター

小学校：各地域コミュニティの中核的な施設（体育館は避難所指定）

施設によっては経過年数40年以上のものが存在施設によっては経過年数40年以上のものが存在

（８）公営住宅 （約30,999㎡）
城南団地の一部の棟を除き その大部分が経過年数30年以上城南団地の 部の棟を除き、その大部分が経過年数30年以上

木造、簡易耐火造の住居、老朽化が進む。耐震改修未実施

「苅田町公営住宅長寿命化計画」（平成27年３月）により、住宅ストックの長
長寿命化に向けた維持管理を進める

• 修繕対応：実施すべき修繕項目、標準修繕周期を踏まえて定期的な点検を行い、
適切な時期に修繕を行うことで 居住性・安全性等の維持・向上を図り 長期的適切な時期に修繕を行うことで、居住性 安全性等の維持 向上を図り、長期的
に活用する。（中略）用途廃止予定住棟についても、入居者が退去するまでの期
間は修繕対応を行う。また、突発的な修繕にも対応する。（長寿命化計画111頁）

• 用途廃止：昭和20～30年代に建設された住棟は 安全性 居住性に問題がある• 用途廃止：昭和20～30 年代に建設された住棟は、安全性、居住性に問題がある。
転居等による退去で空家が発生しても入居募集を行わず、用途廃止のための政
策空家を確保する。また、出来る限り入居世帯を集約化し、空き住棟を確保した
上で 除却し管理戸数の縮減を行う
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上で、除却し管理戸数の縮減を行う。



公営住宅（詳細①）

施設・建物名 建築年度 経過年数
延床面積
（㎡）

備考1

若久団地（S29・簡２棟）※1-8 1953 62 344 旧耐震

若久団地（S30・簡平棟）※49-96 1954 61 1,690 旧耐震

若久団地（S32・簡２棟）※117-156 1956 59 1,562 旧耐震

長畑団地（S34）※2 7 9 10 12 19 21 23 1958 57 572 旧耐震長畑団地（S34）※2.7.9.10.12-19.21-23 1958 57 572 旧耐震

若久団地（S35・木造棟）※177、183-186 1959 56 149 旧耐震

長畑団地（S35）※26.28.31.34.35.37-39.41.42.4647.50.53 1959 56 531 旧耐震

長畑団地（S37）※56-59.62-86 1959 56 991 旧耐震

長畑団地（S38）※87-106 1959 56 636 旧耐震

笹尾団地 1961 54 186 旧耐震

城南団地（S38・簡平棟）※60-78 1962 53 612 旧耐震

城南団地（S40 簡２棟）※79 102 139 144 1962 53 1 266 旧耐震城南団地（S40・簡２棟）※79-102.139-144 1962 53 1,266 旧耐震

城南団地（S41・簡２棟）※103-126.155-170 1962 53 1,707 旧耐震

城南団地（S42・簡２棟）※127-138.155-170 1962 53 906 旧耐震

城南団地（S43・簡２棟）※243-270 1962 53 1,142 旧耐震

稲光上区団地第２（S40・木造棟）※9-10 1964 51 64 旧耐震

岡崎団地 1964 51 65 旧耐震

城南団地（S46・簡２棟）※271-282 1964 51 516 旧耐震

城南団地（S47 簡２棟）※283 298 1964 51 719 旧耐震城南団地（S47・簡２棟）※283-298 1964 51 719 旧耐震

城南団地（S48・簡２棟）※299-320 1964 51 1,034 旧耐震

城南団地（S49・簡２棟）※321-336 1964 51 841 旧耐震

片島団地 1964 51 311 旧耐震
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城南団地（S51・簡２棟）※361-371 1965 50 610 旧耐震

城南団地（S54・簡２棟）※388-399 1965 50 767 旧耐震



公営住宅（詳細②）

施設・建物名 建築年度 経過年数
延床面積
（㎡）

備考1施設 建物名 建築年度 経過年数
（㎡）

備考1

城南団地18棟 1966 49 1,160 旧耐震

城南団地20棟 1967 48 959 旧耐震

城南団地17棟 1968 47 1,198 旧耐震城南団地17棟 1968 47 1,198 旧耐震

稲光上区団地第４（S47・簡平棟）※18-21 1971 44 143 旧耐震

木ﾉ元団地※1-6 1971 44 215 旧耐震

稲光上区団地第１（S48・簡平棟）※23-25 1972 43 112 旧耐震

葛 （ 簡 棟）葛川団地（S48・簡平棟）※6-11 1972 43 225 旧耐震

葛川団地（S49・簡平棟）※12-15 1972 43 206 旧耐震

稲光上区団地第１（S49・簡平棟）※26-29 1973 42 184 旧耐震

葛川団地（S53・簡平棟）※16-19 1973 42 219 旧耐震葛川団地（ 簡平棟）※ 旧耐震

稲光上区団地第１（S50・簡平棟）※30-33 1974 41 189 旧耐震

稲光上区団地第３（S50・簡平棟）※34-37 1974 41 189 旧耐震

城南団地19棟 1974 41 1,338 旧耐震

稲光上区団地第３（S51 簡平棟）※38 41 1975 40 189 耐震稲光上区団地第３（S51・簡平棟）※38-41 1975 40 189 旧耐震

木ﾉ元第1団地※7-10 1975 40 189 旧耐震

稲光上区団地第２（S52・簡２棟）※42-45 1976 39 222 旧耐震

稲光上区団地第２（S53・簡２棟）※46-49 1977 38 222 旧耐震稲光 団 第 （ 簡 棟） 震

城南団地21棟 1977 38 1,283 旧耐震

稲光上区団地第２（S54・簡２棟）※50-55 1978 37 367 旧耐震

稲光上区団地第２（S55・簡２棟）※56-61 1979 36 384 旧耐震

城南団地22棟 2004 11 2 216 新耐震
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城南団地22棟 2004 11 2,216 新耐震

城南団地23棟 2004 11 2,343 新耐震



施設類型別の特徴④

（９）スポーツ系施設 （約8,677㎡）（９）スポ ツ系施設 （約8,677㎡）
総合体育館の耐震改修は未実施

（10）子育て支援施設 （約331㎡）（10）子育て支援施設 （約331㎡）
全部で３施設

放課後児童クラブは各小学校区に設置 苅田小学校と馬場小学校のみ学放課後児童クラブは各小学校区に設置、苅田小学校と馬場小学校のみ学
校敷地内に整備

その他の小学校は、校舎内や近隣保育園棟に併設

（11）都市計画公園・（12）都市公園 （約195,993㎡）
主に日豊本線沿いに整備主に日豊本線沿いに整備

一部遊具や休養施設棟は老朽化が進行

「公園施設長寿命化計画」（平成27年２月）にて長寿命化対策を進める長 長

（13）その他 （約7,370㎡）
不燃物処理・資源化施設は遊休施設
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不燃物処理 資源化施設は遊休施設



公共施設の全体での特徴①

学校教育系施設、公営住宅で全体面積の半分以上を占める学校教育系施設、公営住宅で全体面積の半分以上を占める

経過年数が長い施設が多い（耐震改修未実施）
経過年数60年超経過年数60年超

• 若久団地（一部）

経過年数51～60年経過年数51 60年
• 若久団地（一部）、長畑団地、若久集会所、笹尾団地、永畑集会所、城南団地
（一部）、片島団地、岡﨑団地、稲光上区団地（一部）

経過年数41～50年
• 城南団地（一部）、苅田小学校（教室棟）、三原文化会館、神田公園（便所）、城
南集会所 苅田町役場（本庁舎） 歴史資料館南集会所、苅田町役場（本庁舎）、歴史資料館…
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公共施設の全体での特徴②

隣接/近接する施設の存在隣接/近接する施設の存在
日豊本線の東側の市街地

異なる類型施設での隣接異なる類型施設での隣接

• 苅田町役場周辺

• 小学校と中学校

• 住宅団地と集会所

人口１人あたり公共施設の延床面積は、同一人口規模の自治
体と比較すると狭い

⼈⼝１⼈あたり公共施設の延べ床⾯積

全国（H24） 人口３～５万人自
治体（H24） 苅田町（H28）

⼈⼝１⼈あたり公共施設の延べ床⾯積

４．９７ ４．７７ ３．６４

注）単位は㎡/⼈（⼈⼝）
資料）苅⽥町提供資料
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資料）苅⽥町提供資料



公共施設の見直し方針3 公共施設の見直し方針3
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見直し方針の主な骨格と考え方

•直近５年間の費用負担額が大きいため 建て替えや更新を前提とするも一部
１）経過年数31年以上 •直近５年間の費用負担額が大きいため、建て替えや更新を前提とするも 部

機能統合を検討（「公共施設の取捨選択と規模の 適化」総合管理計画）

• 31年以上の大規模改修や建て替えについては、時期を遅らせることも検討
の施設を対象とした
更新・統合検討

•会議や展示といった「建物」を必要とする施設、公園やスポーツ施設といった
「屋外」の活動が前提となる施設については、近隣施設により機能統合を検討
（「公共施設の機能と総量の 適化 「公共施設の適切な維持管理と更新 総合

２）近隣施設による
機能統合 検討 （「公共施設の機能と総量の 適化」「公共施設の適切な維持管理と更新」総合

管理計画）機能統合の検討

•維持管理に多額の費用を必要としない施設については、地域団体との話し合
いにより運営移管（「住民・事業者等との連携」総合管理計画）

３）地元に対する
運営移管運営移管

４）民間活力やノウハウ（建設/運営手法など）の導入
統合検討や統合すべき機能の議論といった様々な「見直し」を含めた導入
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統合検討や統合すべき機能の議論といった様々な「見直し」を含めた導入
公共施設の更新や維持管理の工夫に加え、事業収入や手数料収入による「歳入増」の試みなど



１）31年以上～ ２）近隣施設による機能統合
苅田町民の「公共施設維持の費用負担の削減方策」苅田町民の「公共施設維持の費用負担の削減方策」

注）アンケート調査は平成28年７⽉に、町⺠2,000⼈を対象に実施。回答率35.8％

18

注）アンケ ト調査は平成28年７⽉に、町⺠2,000⼈を対象に実施。回答率35.8％
資料）苅⽥町「公共施設に関する町⺠意識調査」



19資料）（株）⽇本政策投資銀⾏「ＰＰＰ／ＰＦＩ活⽤へ向けた地域の推進体制づくりと⽇本政策投資銀⾏（ＤＢＪ）の取組（平成28年４⽉）」
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資料）（株）⽇本政策投資銀⾏「ＰＰＰ／ＰＦＩ活⽤へ向けた地域の推進体制づくりと⽇本政策投資銀⾏（ＤＢＪ）の取組（平成28年４⽉）」



県営住宅集約化PFI事業（徳島県）

老朽化したり耐震性の無い県営住宅 12団地を PFI方式により、老朽化したり耐震性の無い県営住宅 12 団地を PFI 方式により、
３団地に集約化。

県営住宅建替え後に生じた余剰地を民間事業者に対して貸付県営住宅建替え後に生じた余剰地を民間事業者に対して貸付
け。民間事業者はサービス付き高齢者向け住宅や介護施設
等を整備・運営等を整備 運営

大林組グループ（(株)大林組四国支店、日本管財(株)など）が
選定される選定される

（事業期間）H25～46年
（事業費）約 億円（事業費）約55億円

資料）公共サービスイノベーション・プラットフォーム「公的ストック有効活⽤の先進事例分析（平成27年11⽉）」より作成
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３）地元に対する運営移管
４）民間活力やノウハウ（建設/運営手法など）の導入
PPP（PFI）とはPPP（PFI）とは

22
資料）（株）⽇本政策投資銀⾏「PPP/PFIの現状と動向 （平成28年7⽉）」



３）地元に対する運営移管
４）民間活力やノウハウ（建設/運営手法など）の導入
PPP（PFI）の活用意義 効果PPP（PFI）の活用意義・効果
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資料）（株）⽇本政策投資銀⾏「PPP/PFIの現状と動向 （平成28年7⽉）」



３）地元に対する運営移管
４）民間活力やノウハウ（建設/運営手法など）の導入
既存公有資産の見直し形態と主なPPP手法例既存公有資産の見直し形態と主なPPP手法例
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資料）（株）⽇本政策投資銀⾏「PPP/PFIの現状と動向 （平成28年7⽉）」



３）地元に対する運営移管
４）民間活力やノウハウ（建設/運営手法など）の導入
内閣府「PPP/PFI推進アクションプラン」におけるスキ ム類型内閣府「PPP/PFI推進アクションプラン」におけるスキーム類型
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資料）内閣府「 ＰＰＰ／ＰＦＩ推進アクションプラン （平成28年５⽉）」
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資料）（株）⽇本政策投資銀⾏「ＰＰＰ／ＰＦＩ活⽤へ向けた地域の推進体制づくりと⽇本政策投資銀⾏（ＤＢＪ）の取組（平成28年４⽉）」



27資料）（株）⽇本政策投資銀⾏「ＰＰＰ／ＰＦＩ活⽤へ向けた地域の推進体制づくりと⽇本政策投資銀⾏（ＤＢＪ）の取組（平成28年４⽉）」


